
補助金名称
令和８年度

当初予算額（千円）
事業名 １次交付先 最終交付先 補助事業内容 補助率等

幸福度日本一の静岡県
の実現

担当課　
部局名

担当課　
局名

担当課　
課名

電話番号 担当課　E-mail

プロジェクト
「TOUKAI-0+」総合
支援事業費補助金
（その２）（木造
住宅の耐震改修事
業（補強計画一体
型））

201,250 

プロジェクト
「TOUKAI-
0+」総合支援
事業費

市町 その他
社会資本整備総合交付金要綱等に基づき、木造の既存住宅の補強計画を
策定し、耐震改修する事業を実施する市町に対して助成します。

補助率：4/5（負担割合：国1/2・県1/4・市町1/4）　※補助額に上限あり 補助対
象：昭和56年5月31日以前に建築された評点1.0未満である木造住宅

防災・安全
くら
し・環
境部

建築住宅
局

建築安全
推進課

054-221-
3320

kenchikuanzen@pref.shiz
uoka.lg.jp

静岡県グリーンバ
ンク環境緑化事業
費補助金

64,000 
グリーンバン
ク事業費助成

団体 その他

（公財）静岡県グリーンバンクの事業のうち、地域緑化の担い手育成に
対する支援や、緑化ボランティア活動に対する支援等、良好な緑化空間
を形成し、県民の自発的な緑化活動と技術向上を促すための事業に対し
て助成します。

9/10～10/10以内 環境・エネルギー
くら
し・環
境部

環境局
環境ふれ
あい課

054-221-
2849

fureai@pref.shizuoka.lg
.jp

プロジェクト
「TOUKAI-0+」総合
支援事業費補助金
（その１）（わが
家の専門家診断事
業）

11,250 

プロジェクト
「TOUKAI-
0+」総合支援
事業費

市町 その他
社会資本整備総合交付金要綱に基づき、木造の既存住宅に静岡県耐震診
断補強相談士を派遣し、耐震診断及び耐震相談事業等を実施する市町に
対して助成します。

補助率：9/10（負担割合：国1/2・県1/4・市町1/4）等　※補助額に上限あり 補助
対象：昭和56年5月31日以前に建築された木造住宅

防災・安全
くら
し・環
境部

建築住宅
局

建築安全
推進課

054-221-
3320

kenchikuanzen@pref.shiz
uoka.lg.jp

プロジェクト
「TOUKAI-0+」総合
支援事業費補助金
（その３）（木造
住宅の建替え・除
却事業）

12,600 

プロジェクト
「TOUKAI-
0+」総合支援
事業費

市町 その他
社会資本整備総合交付金要綱に基づき、木造の既存住宅を建替え又は除
却する事業を実施する市町に対して助成します。

補助率：23％（負担割合：国1/2・県1/4・市町1/4）　※補助額に上限あり 補助対
象：昭和56年5月31日以前に建築された評点1.0未満である木造住宅

防災・安全
くら
し・環
境部

建築住宅
局

建築安全
推進課

054-221-
3320

kenchikuanzen@pref.shiz
uoka.lg.jp

富士山麓不法投棄
廃棄物撤去事業費
補助金

4,500 
不法投棄対策
事業費

市町・事業者・
団体

1次交付先と同じ
世界文化遺産に登録された富士山の保全を図るため、原因者不明等によ
り、撤去見込みのない不法投棄された産業廃棄物の撤去に取り組む非営
利団体、市町に対して助成します。

非営利団体10/10以内 市町1/2以内 補助対象区域：県内における世界文化遺産に係る
構成資産（三保松原を除く)及び緩衝地帯並びに保全管理区域

環境・エネルギー
くら
し・環
境部

環境局
廃棄物リ
サイクル
課

054-221-
3810

hai@pref.shizuoka.lg.jp

プロジェクト
「TOUKAI-0+」総合
支援事業費補助金
（その８）（ブ
ロック塀等の安全
確保事業（避難路
沿道等））

16,200 

プロジェクト
「TOUKAI-
0+」総合支援
事業費

市町 その他
社会資本整備総合交付金要綱に基づき、ブロック塀等を耐震改修、建替
え又は除却する事業を実施する市町に対して助成します。

補助率：2/3（負担割合：国1/2・県1/4・市町1/4）　※補助額に上限あり 補助対
象：市町が定める避難路、避難地等に面するブロック塀であること。 建替えの場合
は、組積造のブロック塀の築造ではないこと。

防災・安全
くら
し・環
境部

建築住宅
局

建築安全
推進課

054-221-
3320

kenchikuanzen@pref.shiz
uoka.lg.jp

プロジェクト
「TOUKAI-0+」総合
支援事業費補助金
（その４）（木造
住宅の移転事業）

400 

プロジェクト
「TOUKAI-
0+」総合支援
事業費

市町 その他
県内の木造の既存住宅から耐震性のある住宅等へ住み替える事業（高齢
者のみが居住する住宅等に限る）を実施する市町に対して助成します。

補助額：上限10万円＋市町任意上乗せ 補助対象：県内の木造の既存住宅で評点1.0未
満である住宅の全部を除却し、耐震性のある既存住宅等（自らが所有する住宅を除
く。）に住み替えるもの。

防災・安全
くら
し・環
境部

建築住宅
局

建築安全
推進課

054-221-
3320

kenchikuanzen@pref.shiz
uoka.lg.jp

移住・就業支援事
業費補助金

383,700 
移住・定住促
進事業費

市町 個人
東京圏から本県へ移住し、就業・起業など一定の要件を満たす者への移
住に要する費用の支給

国1/2、県1/4、市町1/4 ２人以上世帯の場合：100万円（定額）、単身世帯の場合：
60万円（定額） ※18歳未満の世帯員を帯同して移住する場合は、18歳未満の者一人
につき100万円を加算（市町により上限がある場合があります。）

観光・交流・インフラ
くら
し・環
境部

企画政策
課

054-221-
2540

iju@pref.shizuoka.lg.jp

プロジェクト
「TOUKAI-0+」総合
支援事業費補助金
（その９）（がけ
地近接危険住宅移
転事業）

11,040 

プロジェクト
「TOUKAI-
0+」総合支援
事業費

市町 その他
社会資本整備総合交付金要綱に基づき、がけ地の崩壊等（土石流及び地
すベりを含む。）により住民の生命に危険を及ぼすおそれのある区域に
おいて危険住宅を移転する事業を実施する市町に対して助成します。

補助率：10/10（負担割合：国1/2・県1/4・市町1/4）　※補助額に上限あり 対象区
域：災害危険区域、がけ条例の区域又は土砂災害特別警戒区域 対象住宅：対象区域
内の既存不適格住宅又は是正勧告を受けた住宅

防災・安全
くら
し・環
境部

建築住宅
局

建築安全
推進課

054-221-
3320

kenchikuanzen@pref.shiz
uoka.lg.jp

森・川・海ごみ削
減実践活動支援事
業費補助金

3,000 
循環型社会形
成推進事業費

事業者・団体 その他

プラスチックごみ等が海に与える影響を軽減するため、森・川・海等に
おいてプラスチックごみ（不織布マスク、食品トレー等）などの清掃活
動を行う団体に対し、清掃活動に要したトング、軍手、ごみ袋、ごみ処
分費、消毒液、水中清掃用具、草刈用具、環境学習器具等の経費を助成
します。

補助率：10/10以内 上限額：100千円 交付の条件：①清掃活動に県の他の補助金等支
援制度を活用していないこと②清掃活動を行う人数が１回の清掃活動につき５人以上
であること③１団体につき申請は１回限りであること（ただし、１回の申請に複数回
の清掃活動を含めることは可）

環境・エネルギー
くら
し・環
境部

環境局
廃棄物リ
サイクル
課

054-221-
2426

hai@pref.shizuoka.lg.jp

省エネ住宅新築等
事業費補助金

31,500 
省エネ住宅普
及推進事業費

個人 1次交付先と同じ 省エネ性能が高い住宅の新築及び購入に対して助成します。 定額400千円 ※品質の確かな県産材製品を活用する場合は別途加算あり 環境・エネルギー
くら
し・環
境部

建築住宅
局

住まいづ
くり課

054-221-
3081

sumai@pref.shizuoka.lg.
jp

プロジェクト
「TOUKAI-0+」総合
支援事業費補助金
（その７）（屋根
の耐風診断及び耐
風改修事業

5,014 

プロジェクト
「TOUKAI-
0+」総合支援
事業費

市町 その他
社会資本整備総合交付金要綱に基づき、屋根を耐風診断又は耐風改修す
る事業を実施する市町に対して助成します。

・補助率 耐風診断の場合：2/3(負担割合：国1/2・県1/4・市町1/4)※補助額に上限
あり 耐風改修の場合：23％(負担割合：国1/2・県1/4・市町1/4)※補助額に上限あ
り ・補助対象 令和2年国土交通省告示第1435号により改正された昭和46年建設省告
示第109号に適合しない屋根であること等

防災・安全
くら
し・環
境部

建築住宅
局

建築安全
推進課

054-221-
3320

kenchikuanzen@pref.shiz
uoka.lg.jp

宅地耐震化事業費
補助金(大規模盛土
造成地の変動予測
調査)

9,262 
宅地耐震化事
業費助成

市町 1次交付先と同じ
社会資本整備総合交付金要綱に基づき、宅地耐震化推進事業のうち、大
規模盛土造成地の変動予測調査を実施する市町に対して助成します。

・補助率 国1/3・県1/3・市町1/3 ・補助対象 造成宅地防災区域の指定又は宅地造
成工事規制区域内で勧告を行うために必要な大規模盛土造成地の大地震時等における
変動予測に関する調査

防災・安全
くら
し・環
境部

環境局
盛土対策
課

054-221-
2137

morido110@pref.shizuoka
.lg.jp

プロジェクト
「TOUKAI-0+」総合
支援事業費補助金
（その６）（耐震
シェルター・防災
ベッド整備事業）

56,000 

プロジェクト
「TOUKAI-
0+」総合支援
事業費

市町 その他
木造の既存住宅の１階に耐震シェルター・防災ベッドを整備する事業を
実施する市町に対して助成します。

補助率：2/3（負担割合：国1/2・県1/4・市町1/4）　※補助額に上限あり ※高齢者
のみが居住する住宅等は、上乗せ制度あり 補助対象：昭和56年5月31日以前に建築さ
れた木造住宅

防災・安全
くら
し・環
境部

建築住宅
局

建築安全
推進課

054-221-
3320

kenchikuanzen@pref.shiz
uoka.lg.jp

静岡県中小企業等
カーボンニュート
ラル促進事業費補
助金（省エネ設備
導入支援）

207,000 
脱炭素社会実
現推進事業費

事業者・団体 その他
温室効果ガス排出量の削減を図るため、中小企業等における省エネ設備
の導入に対し、補助金を交付する。

[脱炭素スタート応援枠]補助率：1/3(上限200万円、下限20万円） [大規模削減枠]
補助率：1/2(上限1,000万円、下限20万円)

環境・エネルギー
くら
し・環
境部

環境局
環境政策
課

054-221-
2208

kankyou_seisaku@pref.sh
izuoka.lg.jp

静岡県中小企業等
カーボンニュート
ラル促進事業費補
助金（再エネ設備
導入支援）

50,000 
脱炭素社会実
現推進事業費

事業者 1次交付先と同じ
温室効果ガス排出量の削減を図るため、中小企業等における再エネ設備
の導入に対し、補助金を交付する。

[自家消費型太陽光発電設備]定額 　発電出力（kW）×4万円/kW [蓄電池]①・②の
いずれか低い額 　①蓄電容量（kWh）×5.3万円/kWh（業務・産業用） 又は　×4.7
万円/kWh（家庭用） 　②補助対象経費×1/3

環境・エネルギー
くら
し・環
境部

環境局
環境政策
課

054-221-
2208

kankyou_seisaku@pref.sh
izuoka.lg.jp

指定管理鳥獣対策
事業補助金 （クマ
対策）

6,250 
ツキノワグマ
対策事業費

市町 1次交付先と同じ
ツキノワグマの市街地への出没や人身被害に備えるため、市町が行う緊
急銃猟の捕獲対応者への日当補助や捕獲用ワナの導入などの対策に対し
て助成します。

○ワナ導入等 　（国　1/2以内 、 県　1/4以上 、 市町　1/4） ○緊急銃猟の捕獲
対応者への日当補助 　（国　1/2以内 、 県　1/2以上）

防災・安全
くら
し・環
境部

環境局
自然保護
課

054-221-
2719

shizenhogo@pref.shizuok
a.lg.jp

プロジェクト
「TOUKAI-0+」総合
支援事業費補助金
（その５）（木造
住宅の減災化事
業）

90,000 

プロジェクト
「TOUKAI-
0+」総合支援
事業費

市町 その他
木造の既存住宅について、補強計画を策定し簡易改修、部分補強事業を
実施する市町、及び必要に応じて補強計画を策定し外部改修事業を実施
する市町に対して助成します。

補助率：4/5（負担割合：国1/2・県1/4・市町1/4）　※補助額に上限あり ※高齢者
のみが居住する住宅等は、上乗せ制度あり 補助対象：昭和56年5月31日以前に建築さ
れた評点0.7未満等である木造住宅木造住宅

防災・安全
くら
し・環
境部

建築住宅
局

建築安全
推進課

054-221-
3320

kenchikuanzen@pref.shiz
uoka.lg.jp



補助金名称
令和８年度

当初予算額（千円）
事業名 １次交付先 最終交付先 補助事業内容 補助率等

幸福度日本一の静岡県
の実現

担当課　
部局名

担当課　
局名

担当課　
課名

電話番号 担当課　E-mail

環境ビジネス拡大
化実証支援事業補
助金

4,000 
環境ビジネス
普及拡大事業
費

事業者 1次交付先と同じ
県内で大企業等と連携し、実証事業を行う環境ビジネスに取り組む県内
企業に対し補助する。

・補助率：1/2
・補助上限額：2,000千円/件

環境・エネルギー
くら
し・環
境部

環境局
環境政策
課

054-221-
3597

kankyou_seisaku@pref.sh
izuoka.lg.jp


